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１． 第１回会議参考資料

（１）訂正

　　　Ⅱ．石川県の経済・産業を取り巻く外部環境の変化

　　　　　７．海外市場との関係　繊維工業出荷額（Ｐ．１６）

　　　　　８．海外市場との関係　電気機械出荷額（Ｐ．１７）

　　　　　９．海外市場との関係　一般機械出荷額（Ｐ．１８）

（２）追加

　　　食品産業

　　　　①食料品製造業出荷額等(14) 

　　　　②食料品製造業に関する増減の内訳
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Ⅱ．石川県の経済・産業を取り巻く外部環境の変化
　　　７．海外市場との関係　繊維工業出荷額

日本・繊維工業出荷額 vs 石川県・繊維工業出荷額
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１．第１回会議参考資料（１）訂正
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Ⅱ．石川県の経済・産業を取り巻く外部環境の変化
　　　８．海外市場との関係　電気機械出荷額

日本・電気機械出荷額 vs 石川県・電気機械出荷額
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１．第１回会議参考資料（１）訂正
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Ⅱ．石川県の経済・産業を取り巻く外部環境の変化
　　　９．海外市場との関係　一般機械出荷額

日本・一般機械出荷額 vs 石川県・一般機械出荷額
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１．第１回会議参考資料（１）訂正
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食料品製造業製造品出荷額等
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百万円

04　宮　城　

09　栃　木　

15　新　潟　

16　富　山　

17　石　川　

19　山　梨　

24　三　重　

26　京　都　

34　広　島　

35　山　口　

44　大　分　

①食料品製造業出荷額等(14)

新潟
第2位

宮城
第1位

広島
第3位

石川
第9位

１．第１回会議参考資料（２）追加
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②食料品製造業に関する増減の内訳

◆石川県食料品製造業出荷額等の増減内容：　単位：百万円
【増加分】
・122919その他の水産食料品：　868(1985)→5,016(2001)　5.78倍　全国増加率：1.38倍
・123211野菜漬物(果実漬物含む)：　2,383(1985)→3,340(2001)　1.40倍　全国増加率：1.28倍
・124919その他の調味料：　223(1985)→1,016(2001)　4.56倍　全国増加率：1.94倍
・127212和生菓子：　13,444(1985)→21,756(2001)　1.62倍　全国増加率：1.09倍　　　
・1127919その他の菓子：　276(1985)→836(2001)　3.03倍　全国増加率：1.18倍
・129511豆腐、しみ豆腐、油揚類：　3,524(1985)→4,924(2001)　1.40倍　全国増加率：1.31倍
・129711冷凍調理食品：　1,105(1985)→4,792(2001)　4.34倍　全国増加率：2.21倍
・129811惣菜類：　2,259(1985)→6,065(2001)　2.68倍　全国増加率：2.52倍
・129914すし･弁当：　4,941(1985)→15,532(2001)　3.14倍　全国増加率：3.80倍
・129916調理パン・サンドウィッチ：　228(1985)→3,371(2001)　14.79倍　全国増加率：2.50倍
・その他の製造食料品：　3,339(1985)→6,636(2001)　1.99倍　全国増加率：1.69倍
【減少分】
・127112菓子パン(ｲｰｽﾄﾄﾞｰﾅｯﾂ含む)：　2,793(1985)→2,136(2001)　0.76倍　全国増加率：1.44倍
・129319その他の麺類：　2,838(1985)→2,779(2001)　0.98倍　全国増加率：1.29倍

出荷額(2001)
第9位/11府県
(第38位/47)

2001/1985の増加率　(*全国水準1.142倍)
石川県：第4位(1.310倍) /11府県　(12位/47都道府県)
第1位：山梨県(1.643倍)、第2位：京都府(1.472倍)、第3位：新潟県(1.334)

１．第１回会議参考資料（２）追加
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２． 石川県経済における製造業の寄与度

【参考】石川県経済における製造業寄与度
①電気機械
②一般機械
③繊維工業
④食料品工業
⑤出版・印刷
⑥衣服・その他
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105,72628 金属製品製造業

132,20120 化学工業

152,25812 食料品製造業

190,84114 繊維工業

213,01813 飲料・たばこ・飼料製造業

568,10529 一般機械器具製造業（33 武器含）

629,95630 電気機械器具製造業

2,517,01000 製造業計

（単位：百万）　

37924 なめし革・同製品・毛皮製造業

2,47032 精密機械器具製造業

3,84323 ゴム製品製造業

7,95021 石油製品・石炭製品製造業

24,47218 パルプ・紙・紙加工品製造業

26,66827 非鉄金属製造業

29,32116 木材・木製品製造業

30,32926 鉄鋼業

30,92934 その他の製造業

35,30015 衣服・その他の繊維製品製造業

44,97517 家具・装備品製造業

52,83331 輸送用機械器具製造業

64,57722 プラスチック製品製造業

75,39325 窯業・土石製品製造業

95,46619 出版・印刷・同関連産業

【参考】石川県経済における製造業寄与度

1位
2位
3位
4位
5位
6位
7位

２．石川県経済における製造業の寄与度
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①石川県経済における「電気機械」寄与度
　 出荷額第1位/22業種中

△◎1.1861.5181.1651.913電気機械器具製造業１工場当り付加価値額

×○1.0711.3610.9501.556電気機械器具製造業従業者一人当り付加価値額

◎◎1.4241.8012.1452.734電気機械器具製造業１工場当り製造品出荷額

◎◎1.2861.6151.7492.225電気機械器具製造業従業者一人当り製造品出荷額

○○1.3771.6871.4691.985電気機械器具製造業従業者一人当り現金給与額

◎◎0.9621.2851.6852.971電気機械器具製造業製造品出荷額

◎◎0.7480.7950.9631.336電気機械器具製造業現金給与総額

○◎0.8011.0830.9152.079電気機械器具製造業付加価値額

◎◎0.7480.7950.9631.336電気機械器具製造業従業者数

○◎0.6750.7130.7851.087電気機械器具製造業事業所数

　

全国平
均　

01/90

全国平
均　

01/85

石川　
01/90

石川　
01/85

石川/全国平均

◎：全国平均120％以
上　○：全国120％～
平均以上　△:全国平
均～90%　×：全国平
均の90％以下

1.1131.446　

　

判別式
01/90

判別式
01/85　　

GDE名目･
年度　
01/90

GDE名目･
年度
01/85

参考

今後、さらなる付加価値額upが課題。
県内企業の技術力や品質のupに貢献する企業をさらに誘致すべきか。

２．石川県経済における製造業の寄与度
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②石川県経済における「一般機械」寄与度
　 出荷額第2位/22業種中

出荷額よりも、付加価値額の伸び率が高い。
引き続き、この傾向を維持すべき。単位当たりが鈍化。
成長の足かせ要因となっていないか。

○◎1.0121.3081.1471.950一般機械器具製造業１工場当り付加価値額

○◎0.9591.2381.0441.872一般機械器具製造業従業者一人当り付加価値額

△○1.0701.3971.0351.441一般機械器具製造業１工場当り製造品出荷額

△○1.0141.3220.9421.383一般機械器具製造業従業者一人当り製造品出荷額

△△1.1391.3661.1331.286一般機械器具製造業従業者一人当り現金給与額

△○0.8461.1750.8381.330一般機械器具製造業製造品出荷額

○○0.9501.2141.0081.237一般機械器具製造業現金給与総額

○◎0.8001.1000.9281.799一般機械器具製造業付加価値額

○○0.8340.8890.8900.961一般機械器具製造業従業者数

○○0.7910.8410.8100.923一般機械器具製造業事業所数

　

全国平
均　

01/90

全国平
均　

01/85

石川　
01/90

石川　
01/85

石川/全国平均

◎：全国平均120％以
上　○：全国120％～
平均以上　△:全国平
均～90%　×：全国平
均の90％以下

1.1131.446　

　

判別式
01/90

判別式
01/85　　

GDE名目･
年度　
01/90

GDE名目･
年度
01/85

参考

２．石川県経済における製造業の寄与度
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③石川県経済における「繊維工業」寄与度
　 出荷額第4位/22業種中

①伝統の強みと②非衣料分野(産業用素材)での技術開発の
バランス・融合をどう進めていくかが課題か。

○◎1.1191.3421.1241.726繊維工業製造業１工場当り付加価値額

×○1.1911.4131.0411.516繊維工業製造業従業者一人当り付加価値額

○◎1.0191.1471.0981.511繊維工業製造業１工場当り製造品出荷額

△○1.0851.2081.0181.328繊維工業製造業従業者一人当り製造品出荷額

△○1.2581.5091.2361.509繊維工業製造業従業者一人当り現金給与額

◎◎0.3490.3380.5490.638繊維工業製造品出荷額

◎◎0.4050.4230.6670.725繊維工業現金給与総額

◎◎0.3830.3960.5620.729繊維工業付加価値額

◎◎0.3220.2800.5400.481繊維工業従業者数

◎◎0.3430.2950.5000.422繊維工業事業所数

　

全国平
均　

01/90

全国平
均　

01/85

石川　
01/90

石川　
01/85

石川/全国平均

◎：全国平均120％以
上　○：全国120％～
平均以上　△:全国平
均～90%　×：全国平
均の90％以下

1.1131.446　

　

判別式
01/90

判別式
01/85　　

GDE名目･
年度　
01/90

GDE名目･
年度
01/85

参考

２．石川県経済における製造業の寄与度
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④石川県経済における「食料品工業」寄与度
　 出荷額第5位/22業種中

都市間交流を促進する観光振興策と共に、産地→消費地化を
目指していくことが重要か。

××1.3521.6971.1381.420食料品製造業１工場当り付加価値額

××1.0611.2100.9061.004食料品製造業従業者一人当り付加価値額

△△1.2401.4101.1671.353食料品製造業１工場当り製造品出荷額

△△0.9731.0050.9290.957食料品製造業従業者一人当り製造品出荷額

△×1.0681.2110.9711.023食料品製造業従業者一人当り現金給与額

○○1.0311.1421.0571.310食料品製造業製造品出荷額

△○1.1311.3761.1051.401食料品製造業現金給与総額

△○1.1241.3751.0311.375食料品製造業付加価値額

○◎1.0591.1361.1381.369食料品製造業従業者数

○○0.8310.8100.9060.968食料品製造業事業所数

　

全国平
均　

01/90

全国平
均　

01/85

石川　
01/90

石川　
01/85

石川/全国平均

◎：全国平均120％以
上　○：全国120％～
平均以上　△:全国平
均～90%　×：全国平

均の90％以下

1.1131.446　

　

判別式
01/90

判別式
01/85　　

GDE名目･
年度　
01/90

GDE名目･
年度
01/85

参考

２．石川県経済における製造業の寄与度
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⑤石川県経済における「出版・印刷」寄与度
　 出荷額第8位/22業種中

×△1.3151.8311.0671.813出版・印刷・同関連産業１工場当り付加価値額

××1.1431.4850.8251.254出版・印刷・同関連産業従業者一人当り付加価値額

△○1.2761.7971.1951.940出版・印刷・同関連産業１工場当り製造品出荷額

×△1.1091.4570.9241.342出版・印刷・同関連産業従業者一人当り製造品出荷額

△×1.1211.3361.0671.178出版・印刷・同関連産業従業者一人当り現金給与額

○◎0.9941.4051.0611.801出版・印刷・同関連産業製造品出荷額

◎◎1.0051.2881.2261.582出版・印刷・同関連産業現金給与総額

△○1.0241.4310.9471.683出版・印刷・同関連産業付加価値額

◎◎0.8960.9641.1491.342出版・印刷・同関連産業従業者数

○○0.7790.7820.8880.928出版・印刷・同関連産業事業所数

　

全国平
均　

01/90

全国平
均　

01/85

石川　
01/90

石川　
01/85

石川/全国平均

◎：全国平均120％以上
　○：全国120％～平均

以上　△:全国平均～90%
　×：全国平均の90％以

下

1.1131.446　

　

判別式
01/90

判別式
01/85　　

GDE名目･
年度　
01/90

GDE名目･
年度
01/85

参考

製造品出荷額、現金給与総額共に伸び率高い。単位当たりが
鈍化。付加価値を上げていくには、ITなどを活用したマーケティ
ング力が必要か。

２．石川県経済における製造業の寄与度



15

⑥石川県経済における「衣服・その他」寄与度
　 出荷額第13位/22業種中

×△1.0051.2440.7741.156衣服・その他の繊維製品製造業１工場当り付加価値額

×○1.0931.3150.9801.419衣服・その他の繊維製品製造業従業者一人当り付加価値額

××1.0231.2210.7891.089衣服・その他の繊維製品製造業１工場当り製造品出荷額

×○1.1131.2910.9981.337衣服・その他の繊維製品製造業従業者一人当り製造品出荷額

○○1.1271.3571.1361.453衣服・その他の繊維製品製造業従業者一人当り現金給与額

×○0.6640.8240.5260.834衣服・その他の繊維製品製造業製造品出荷額

×○0.6720.8660.5990.906衣服・その他の繊維製品製造業現金給与総額

×○0.6520.8390.5160.885衣服・その他の繊維製品製造業付加価値額

×△0.5960.6380.5270.624衣服・その他の繊維製品製造業従業者数

○○0.6490.6750.6670.765衣服・その他の繊維製品製造業事業所数

　

全国平
均　

01/90

全国平
均　

01/85

石川　
01/90

石川　
01/85

石川/全国平均

◎：全国平均120％以上
　○：全国120％～平均

以上　△:全国平均～90%
　×：全国平均の90％以

下

1.1131.446　

　

判別式
01/90

判別式
01/85　　

GDE名目･
年度　
01/90

GDE名目･
年度
01/85

参考

01/90の増減をみると、バブルの影響を受けたと言えるか。

２．石川県経済における製造業の寄与度
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３．移輸出、移輸入率の推移

①移輸出率、移輸入率の推移（石川県と中部）
②石川県及び中部の各産業の1985年・1990年・
　1995年の移輸出率、移輸入率
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25%

30%

35%

40%

1975 1980 1985 1990 1995

石 川 県 移 輸 出 率 石 川 県 移 輸 入 率
中 部 移 輸 出 率 中 部 移 輸 入 率

①移輸出率、移輸入率の推移（石川県と中部）

　　出典：1975～1995年「地域産業連関表」

石川　vs 中部5県：石川・富山・岐阜・三重・愛知
この20年間において、石川県の移輸出率、移輸入率は増減を繰返しつつ、低下しており、県内
生産額、県内需要額に占める県際取引額の割合が減少していることを示している。全国、中部
においても移輸出率、移輸入率の増減は見られるが、相対的に、域外取引の割合は増加している。

３．移輸出、移輸入率の推移
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0 %

5 0 %

1 0 0 %

0 % 5 0 % 1 0 0 %

移 輸 出 率

移
輸

入
率

石 川 県
陶 磁 器

石 川 県
繊 維 工 業 製 品

移 輸 入 依 存 財

高 度 移 輸 出 財県 内 自 給 財

県 際 流 通 財

中 部
広 告 調 査 情 報 ｻ ｰ ﾋ ﾞｽ

石 川 県
広 告 調 査 情 報 ｻ ｰ ﾋ ﾞｽ

石 川 県
研 究

中 部
研 究

石 川 県
電 子 ・ 通 信 機 器

中 部
繊 維 工 業 製 品

中 部
陶 磁 器

中 部
電 子 ・ 通 信 機 器

石 川 県
一 般 産 業 機 械

中 部
一 般 産 業 機 械

②石川県及び中部の各産業の1985年・1990年・
　 1995年の移輸出率、移輸入率

1995年に移輸出額が減少しているとともに、移輸出率の低下も低下しており、
全体として対外競争力が低下しているものと考えられる。

３．移輸出、移輸入率の推移
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４． 研究開発のポジショニング

①研究開発資源と研究開発成果にかかる全国における
石川県のポジショニングの推移

②研究開発資源と研究成果にかかる石川県と比較対象府県
のポジショニング（1975年～直近）
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①研究開発資源と研究開発成果にかかる全国における
石川県のポジショニングの推移

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.0 1.2 1.4 1.6 1.8 2.0 2.2

小　←　研究開発資源　→　大

小
　

←
　

研
究

開
発

成
果

　
→

　
大

1975年 1980年

1985年

1990年

1995年

研究開発資源：人口一人当り大学教員数、大学院生数
研究開発成果：人口一人当り特許出願件数、実用新案出願件数、意匠出願件数、商標出願件数

４． 研究開発のポジショニング
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-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

-1.0 -0.5 0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5

小　←　研究開発資源　→　大

小
　

←
　

研
究

開
発

成
果

　
→

　
大

京都府
宮城県石川県

広島県

山口県
栃木県

三重県

大分県

山梨県

岐阜県

福井県

富山県

新潟県

②研究開発資源と研究成果にかかる石川県と
比較対象府県のポジショニング（1975年～直近）

４． 研究開発のポジショニング
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５．工学系部門を有する大学における
　　専門分野別研究者数



23

総数 工学 理学 医学 薬学 農学
情報科
学

人間・
環境

美術・
工芸

経済学 法律学 教育学 文学 保健 Ph.D その他
含未確認

673 116 76 178 28 1 33 42 79 56 5 3 56

　　　比率 17.2% 11.3% 26.4% 4.2% 0.1% 4.9% 6.2% 11.7% 8.3% 0.7% 0.4% 8.3%

93 55 19 3 3 1 1 1 1 9

　　　比率 59.1% 20.4% 3.2% 3.2% 1.1% 1.1% 1.1% 1.1% 9.7%

240 148 24 2 1 4 1 1 2 14 43

　　　比率 61.7% 10.0% 0.8% 0.4% 1.7% 0.4% 0.4% 0.8% 5.8% 17.9%

1,006 319 119 183 28 5 5 1 34 43 79 59 6 26 99

　　　比率 31.7% 11.8% 18.2% 2.8% 0.5% 0.5% 0.1% 3.4% 4.3% 7.9% 5.9% 0.6% 2.6% 9.8%
計

大　学　名
教授・  助教授

金沢大学

北陸先端科学技術大学
院大学

金沢工業大学

注)各大学のホームページより集計（2003年度以降のデータ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　北陸先端科学技術大学院大学と金沢工業大学は、学位により分類した。　　　　　　　　　　　
　金沢大学は、学部別に分類し、大学院自然科学研究科のみ学位により分類した。

上記以外の県内大学及び工業高等専門学校における専門分野別研究者数

注)各大学等のホームページより集計　　　

５． 工学系部門を有する大学における専門分野別研究者数

　　工学系部門を有する大学における専門分野別研究者数

総数 工学 理学 医学 薬学 農学
情報科
学

人間・
環境

美術・
工芸

経済学 法律学 教育学 文学 保健 Ph.D
その他
含未確
認

石川工業高等専門学校 77 39 1 0 1 0 1 0 2

石川県立看護大学 25

石川県農業短期大学 25 25

金沢美術工芸大学 59 59

金沢星陵大学 47 47

金沢医科大学 126 3 4 115 2 2

北陸大学 92 32 23

金沢学院大学 75 25 24 26

金城大学 21 1 3 1 7 1 2 4 2

金沢工業専門学校 36 23 3 1 1 6 2

大　学　名

教授・  助教授
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６．政策評価

① 概要
② 政策評価を進める際の今後の課題
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【目的】
今後、産業政策・戦略策定時の意思決定の参考として、施策の評価結果を活用する。

そのための、施策の評価手法について検討する。

【評価方法】
事後評価⇒「業績指標を用いた評価」と「特性に応じた評価」を併用

産業振興において効果的な支援分野を把握する。

【評価対象施策】
新規創業支援、地場産業高度化、企業誘致

【評価結果】
施策実施による成果をモデル的に評価

新規創業支援（評価モデル対象分野　「補助・助成」）
○新技術の確立に貢献（県内1企業あたりの特許出願件数に比し、採択企業1企業あたりの

　当該施策に係る技術の特許出願件数が高い）。

○事業化*への貢献状況は確認困難。　*「事業化」とは収益を得る段階に至ったものをいう。

地場産業高度化（評価モデル対象分野　「イベント」）
○ものづくり技術の基盤強化・人材育成に貢献（1995年以降、技能者受験申請者が増加）。

○伝統産業のイベント開催は、生産額減少に歯止めをかけるまでの効果をもつに至っていない。

企業誘致（評価モデル対象分野　「補助・助成」）
○確実な誘致を実現（進出表明企業の確実な立地）。

○誘致した企業による県内製造業の生産活動の下支え、雇用維持の効果あり。

① 概要
６．政策評価
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② 政策評価を進める際の今後の課題
【現状の限界点】

①県実施の行政評価システム：施策とアウトカムの因果関係が不明瞭。事務事業の目標設定の

　 あり方（予算額に合わせた目標値）。

②データ不足：事務事業参加企業の追跡情報の未整備。中小企業に係る県統計のデータ不足。

③県内産業への効果が顕在化しにくい（例　採択件数が限られる補助事業等は、採択企業の

企業活動による県内産業全般への影響を定量的に把握することが困難）。

【事務事業の直接的成果に係るデータ例】
（事務事業の内容に応じて指標・データ項目を選択）

　<指標>　　　　　<データ項目>
・事業化　 ：　収益を上げるまでに至った件数

・事業活動：　事業化に向けた活動状況

・技　　　術：　特許取得・出願件数

・交　　　流：　異業種、産学官の交流活動状況

・満足度　 ：　事務事業に対する満足度

【最終成果に係るデータ例】
（産業施策としての成果）

　<指標>　　　<データ項目>
・生産活動：　付加価値額

・雇　　　用：　従業者数

【今後整備必要なデータ】

全事務事業を横断的かつ産業への寄与を評価するにあたり、可能な限り共通指標を設定し、関連
データを整備する。

①事務事業参加企業へのアンケート（可能な限り追跡アンケートを実施）

②統計データ（企業規模に関わらず全事業所を対象にした売上高、従業者数等の毎年のデータ

　　　　　　　　　であり、県内全事業所の毎年の生産活動、雇用を把握できるデータ）

６．政策評価
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７．公設試験研究機関比較

①人員・特許等比較（GDP同一規模１１府県）
②指導依頼件数比較（GDP同一規模１１府県）
③指導依頼件数比較（GDP同一規模１１府県）
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① 人員・特許等比較（GDP同一規模１１府県））

人数 博士 技術士 所有 出願中 所有 出願中

宮城県 72 63 14 0 20 35 4 1

栃木県 109 83 3 0 28 14 3 1

新潟県 127 109 12 1 30 44 9 10

山梨県 103 69 8 3 19 32 0 0

三重県 74 60 7 0 3 23 2 0

富山県 88 76 24 6 13 58 1 0

石川県 96 71 28 1 30 19 5 0

京都府 108 55 2 0 14 6 5 0

広島県 131 113 16 3 17 34 0 0

山口県 46 41 5 1 44 22 9 2

大分県 63 51 4 0 3 26 3 3

福井県 96 87 9 33 33 2 0

岐阜県 141 120 2 0 28 51 11 4

実施中の特許　など
県名 総人員

技術系職員 特許　など

(出典：平成14年度公設試験研究機関現況)

栃木県（工業技術センター、繊維工業試験場、紬織物指導所、食品工業指導所、窯業指導所）
新潟県（工業技術総合研究所、醸造試験場）
山梨県（工業技術センター、富士工業技術センター）
富山県（工業技術センター、食品研究所）
京都府（中小企業総合センター、織物・機械金属振興センター）
広島県（食品工業技術センター、西部工業技術センター、東部工業技術センター）
福井県(工業技術センター、食品加工研究所)
岐阜県（製品技術研究所、生産情報技術研究所、セラミックス技術研究所、生活技術研究所）

石川県の技術系職員数は、企業数を基に比較すると、中位に位置する。

７．公設試験研究機関比較
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② 指導依頼件数比較（GDP同一規模１１府県）

県名 巡回技術指導個別技術指導 技術相談 依頼試験 開放試験室 設備使用

宮城県 6 80 2,607 27,717 設備使用に含む 1,910

栃木県 472 1,122 2,817 11,858 1,552 1,268

新潟県 2,521 2,482 9,700 3,010 20 2,019

山梨県 59 2,041 20,362 10,141 849 9,981

三重県 0 技術相談に含む 2,640 5,729 設備使用に含む 1,880

富山県 127 70 3,471 12,192 323時間 870

石川県 297 1,466 3,477 2,838 159

京都府 68 1,318 16,516 5,442 0 5,802

広島県 735 5,472 6,873 18,254 3,093 1,085

山口県 0 378 357 3,059 583 349

大分県 1,354 巡回技術指導に含む 1,809 2,798 0 1,278

福井県 60 16,466 5,096 394 4,559

岐阜県 98 96 12,711 22,711 4,204 289

(出典：平成14年度公設試験研究機関現況)

７．公設試験研究機関比較

依頼試験に含む

巡回技術指導、個別技術指導及び技術相談は、中位に位置するが、依頼試験と開
放試験室の利用が他県より少ない。

(単位：件数)
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③ 業務内容比較（GDP同一規模１１府県）

(出典：平成14年度公設試験研究機関現況)
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洋
光 漆
工
木
材
木
工
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築
林
産
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業
印
刷
鉱
業
住
宅
人
間
工
学

宮城県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

栃木県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

新潟県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

山梨県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

三重県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

富山県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

石川県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

京都府 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

広島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

山口県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大分県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福井県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

岐阜県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

県名

登　　　　録　　　　業　　　　務　　

７．公設試験研究機関比較

石川県工業試験場は、伝統産業である漆工や総合試験場のメリットを生かしている。
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８．パブリックコメント

パブリックコメントの募集について
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パブリックコメントの募集について

　石川県産業革新戦略会議運営方針にのっとり、県民はじめ
県内外の幅広い意見をできる限り取り入れ、戦略の策定に反
映させるべく、下記の要領によりパブリックコメントの募集を行
う。

◆実施方法：県ホームページにて募集を行う。
　　　　　　　　 なお、募集に当たっては、報道機関やISICO
　　　　　　　　 デジネット等を通じ広く県民はじめ県内外へ
　　　　　　　　 の周知に努めるものとする。
◆募集期間：Ｈ１６．４．１～Ｈ１６．９．３０
◆提出方法：電子メール・FAX・郵送
◆結果公表：提出された意見とそれら に対する県のコメント
　　　　　　　　 をHP上に掲載する。

８．パブリックコメント


